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令和元年度支部保険者機能
強化予算の実施結果
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ⅰ）ジェネリック医薬品軽減額通知サービスの未切替者に対する介入

● 過去のジェネリック医薬品軽減額通知サービス（H30.8 , H31.2送付）において切替に至らず、

令和元年８月のジェネリック医薬品軽減額通知サービスにおいて引き続き送付対象となった者

2,000名に対し、９月にリーフレットを送付。

● 連続した介入を行うことで、通知のみの者よりも切替率が高まると仮定し、効果検証を実施。

具体的には、軽減可能額（通知に掲載されたジェネリック医

薬品に切り替えることで軽減される医療費の金額）が同程度

の介入群と対照群を抽出し、令和元年９月医科外来・調剤レ

セプト（診療分）における切替率を比較。

● 結果として、わずかに切替率に差が生じたが、有意差は

なかった（p>.05）。※χ二乗検定

● 過去のジェネリック医薬品軽減額通知サービスにおいて切替に至っていない加入者に対して、

軽減額通知送付翌月にリーフレットを送付。また、ジェネリック医薬品使用割合が低い若年層を

扶養している被保険者に対して、こども医療費助成の対象から外れる時期を捉えてリーフレット

を送付。
R1.06~09月実施時期389千円 ( 190千円 ) 

38.0%

36.0%

介入群 対照群

切替率

※ 令和元年（2019年）９月診療分の医科外来レセプト、調剤レセプトを対象とする。
※ H30.8 , H31.2通知未切替者で本事業の介入者のうち、軽減可能額が1,440円~1,540円の

200名を介入群とする。また、H30.8 , H31.2通知未切替者で本事業の非介入者のうち、
軽減可能額が1,350円~1,440円の200名を対照群とする。

実施結果①～ジェネリック医薬品使用促進（未切替者・若年層）～

事業概要

事業イメージ

費用 (予算額)
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ⅱ）若年層を対象としたジェネリック医薬品の使用促進

● ジェネリック医薬品使用割合が低い若年層を対象とし、当該年度16歳に達する者を扶養し、こ

ども医療費助成が15歳で終了する市町村に住所を有する被保険者2,000名に対し、６月にリーフ

レットを送付。

● 介入群が含まれる年齢階級は、他の年齢階級よりもジェネリック医薬品使用割合の伸び幅が大

きくなると仮定し、効果検証を実施。具体的には、月別年齢階級別ジェネリック医薬品使用割合

を用いて、介入前後の推移を確認。また、参考として全国の同年齢階級の推移も確認。

● 結果として、介入群が含まれる年齢階級（15~19歳）は、富山全体と比較して0.02％ポイント

伸び幅が大きかった。また、全国の同年齢階級は0.04％ポイント減であった。本事業によって理

解が深まったことが示唆される一方、非介入者が含まれていることや他の要素の影響を排除でき

ないことに留意が必要。

実施結果
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年齢階級別使用割合（富山支部）

※ 令和元年（2019年）10月診療分の医科、DPC、調剤レセプトを対象に集計。DPCについてはコーディングデータを集計対象とする。
※ 使用割合は数量ベースにて算出（後発品数量 ÷（後発のある先発品数量＋後発品数量））。
※ バブルチャートのバブルの大きさは、数量の大きさを示している。

0~6歳 7~14歳 15~19歳 20~29歳 30~39歳 40~49歳 50~59歳 60~69歳 70歳以上

平均 79.2％ 77.6% 78.0%

80.2%

72.4%
73.0%
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73.2% 76.1%
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80.0%

82.0%

R01.04 R01.05 R01.06 R01.07 R01.08 R01.09 R01.10 R01.11 R01.12 R02.01

年齢階級別使用割合の月別推移

全体（富山） 15~19歳（富山） 15~19歳（全国）

※ 医科、DPC、歯科、調剤レセプトを対象に集計。DPCについてはコーディングデータを集計対象とする。
※ 使用割合は数量ベースにて算出（後発品数量 ÷（後発のある先発品数量＋後発品数量））。

実施結果①～ジェネリック医薬品使用促進（未切替者・若年層）～
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● ジェネリック医薬品使用割合が低い若年層については、引き続き使用促進に向けた対策を講ず

る必要があり、令和２年度も介入を継続する。

実施結果

リーフレット（未切替者介入） リーフレット（若年層介入）

実施結果①～ジェネリック医薬品使用促進（未切替者・若年層）～
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● 調剤レセプトより一定条件（※）で抽出した多剤服用者に対して、リーフレットやお薬手帳カ

バーを送付。また、新聞等のメディアを活用し、多剤処方の現状や危険性のほか、お薬手帳を１

冊にまとめること、かかりつけ医・薬剤師を持つこと、高齢のご家族へのお声掛けの必要性等の

周知を実施。

事業概要

（※） 令和元年度は、協会けんぽ富山支部加入者のうち、平成31年４月、令和元年５～６月受付分の調剤レセプトにおいて、いずれかの月に以下の条件に該当した者を抽出。

① ３以上の病院・診療所を受診し、２以上の薬局において計６種類以上を処方 ② ２以上の病院・診療所を受診し、３以上の薬局において計６種類以上を処方 ③ ２病院・診療所を受診し、２薬局において計９種類以上を処方

協会けんぽ

リーフレット、
お薬手帳カバーの送付 薬局

（かかりつけ薬剤師）

事業イメージ

加入者 病院・診療所
（かかりつけ医）

お
薬
手
帳
の
一
元
化
に
よ
る

服
薬
情
報
の
提
供
等

１

テレビCM,新聞等のメディアによる周知
２

３

R1.09~10月実施時期

実施結果②～多剤服用者への介入～

5,742千円 ( 5,761千円 ) 費用 (予算額)
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● 事業実施に当たり、県医師会・県薬剤師会等と事前調整を実施。医療現場に混乱が生じないよ

う配慮し、お薬手帳を１冊にまとめることや、かかりつけ医・薬剤師を持つこと等を周知（ブラ

ウンバッグ（残薬袋）からお薬手帳カバーに変更）。

リーフレット（968名） テレビCM（59本）,シネアド（1,125回）

新聞（3紙）

HP

実施結果

実施結果②～多剤服用者への介入～
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● 本事業により、薬の一元管理の必要性等の理解が深まれば、複数の医療機関を受診した場合で

も１つの薬局で全ての薬を処方する者が増えると仮定し、効果検証を実施。具体的には、本事業

の介入群における令和元年２月、10月調剤レセプト（診療分）を用いて、両方の月に受診した医

療機関数が同数であった者（n=49）における、「１医療機関当たり薬局数」の平均を比較。

● 結果として、介入群は有意に減少していた（p<.05）。※Wilcoxonの符号順位検定

● 一元管理が進んだことが示唆される一方、大きな差ではないことや他の要素の影響を排除でき

ないことに留意が必要。

● 多剤服用者への介入は、副作用等の薬物有害事象の防止に加え、医療費の適正化にもつながる

ものであり、令和２年度も介入を継続する。

実施結果

1.0034 
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0.9963 0.9969 

0.9200
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0.9600

0.9800
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1.0200

R1.02 R1.10

１医療機関当たり薬局数の推移

介入者 全体
（件）

（介入群：n=49 02月全体：n=81,826 10月全体：n=84,963 ）

実施結果②～多剤服用者への介入～
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● 理解度や親近感を高めるべく、「評価指標がどのような取組を評価するものか」、「会社とし

て何に取り組めばよいのか」をイラストで表現したシンボルマークを作成。ポスターやリーフ

レット等に活用し、視覚的にわかりやすい周知を実施。

● インセンティブ制度を周知することで、加入者・事業主の評価指標の数値向上に向けた意識付

けを行い、更なる取組を促進。具体的には、評価指標ごとのシンボルマークの作成やインセン

ティブ制度ポスターの作成、事業所ごとの実績等を「見える化」したインセンティブレポートの

発行等を実施。

事業概要

実施結果

R1.04~R2.03月実施時期

①特定健診等の実施率 ②特定保健指導の実施率 ③特定保健指導対象者の減少率

④受診勧奨を受けた要治療者の
医療機関受診率

⑤後発医薬品の使用割合
（ジェネリック医薬品）

実施結果③～インセンティブ制度の周知～

917千円 ( 2,557千円 ) 費用 (予算額)
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● 事業所毎の実績を掲載し、支部平均等との比較を行うとともに、対応策や保険料率への影響等

を付記することで、事業所毎の課題や必要なアクションを「見える化」したインセンティブレ

ポートの発行を開始。訪問・郵送等により、約150社に提供。

● これらの取組による直接的な寄与度は把握できないが、本部が実施した令和元年度理解度調査

において、富山支部加入者のインセンティブ制度の理解度は11.0％（全国６位）と他支部と比較

すれば高い理解度となった。

● インセンティブ制度は、加入者の保険料に影響を与える重要な制度であり、引き続き加入者の

理解度が高まるよう、取組を進める。

実施結果

実施結果③～インセンティブ制度の周知～
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● 集団健診実施にあたり市町村・健診機関と事前調整を実施し、前年度の実施会場数（19会場）

を上回る26会場で協会主催の集団健診の実施計画を策定。また、26会場中12会場で市町村が実施

するがん検診との同時実施を設定した。

● また、県内8市町村では、市町村主催の特定健診とがん検診の同時実施の集団健診へ、協会の

被扶養者の特定健診受診が可能であり、267人が受診した。

● 骨密度測定を特定健診に追加した「オプショナル健診」を協会主催の集団健診26会場中24会場

で設定し、受診者数の増加を図った。

● 協会が主催して被扶養者向けに、富山県内で市町村が実施するがん検診との同時実施や、集客

力のあるショッピングモールで集団健診を実施する。

事業概要

実施結果

R1.10~R2.03月実施時期

実施結果④～特定健診に係る集団健診～

5,254千円 ( 7,508千円 ) 費用 (予算額)
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● 受診勧奨用リーフレットの内容について、各会場の健診案内の記載方法統一や健診受診までの

ステップを瞬時にわかるよう記載するなど改善を図った。

● なお、新型コロナウイルス感染症拡大に伴い、３月に実施予定の７会場を中止し、申込者431

人へ中止の案内を送付。そのため、協会主催の集団健診受診者数は前年度（1,739人）を下回る

1,329人となった。

実施結果

実施結果④～特定健診に係る集団健診～
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● 2019年２月、８月に開催した健診機関事務説明会において、当支部と生活習慣病予防健診を契

約している全健診機関へ報奨金制度の内容について説明を実施。また、四半期毎に実績のフィー

ドバック資料を各健診機関毎に送付し、進捗状況の周知を図った。

● 生活習慣病予防健診では前年度受診者数に1.036を乗じた目標設定、事業者健診では前年度実

績を勘案して目標設定するなど、やや高めではあるが達成可能なレベルに目標値を設定した。

● 生活習慣病予防健診では16機関、事業者健診では4機関、特定保健指導では5機関が目標達成し

報奨金を支給した。

● 実施率（見込み）については、生活習慣病予防健診が前年度比3.2％増の67.4％、事業者健診が

前年度比1.1％増の10.6％、特定保健指導が前年度比2.3％増の28.0％となり、実施率が向上し

た。

● 健診機関に対し、生活習慣病予防健診の実施件数、事業者健診データの提供件数、特定保健指

導の終了者数が目標値を上回った際に、インセンティブ（報奨金）を支払う。

事業概要

実施結果

R1.04~R2.03月実施時期

実施結果⑤～健診推進経費（報奨金制度）～

6,189千円 ( 9,070千円 ) 費用 (予算額)
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＜対象者＞

● 生活習慣病予防健診受診者で、血圧値または血糖値で「要治療」と判定されながら健診受診後

３か月以内に医療機関を受診していない方に対して受診勧奨を行う。

事業概要

事業イメージ

R1.04~R2.03月実施時期

実施結果⑥～未治療者受診勧奨～

3,611千円 ( 155千円 ) 費用 (予算額)
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● 一次勧奨者3,729人、二次勧奨者1,137人、合計4,866人へ、本部より勧奨文書を送付。

● 本部より勧奨文書送付後に返信等のない一次勧奨者3,194人、二次勧奨者603人、合計3,797人

へ、支部より勧奨文書を送付。

● 一次勧奨者については、令和元年7月より、支部文書勧奨後に委託業者による電話勧奨を開

始。 1,745人に電話勧奨委託を実施し、397人より受診確約を得た。

● 二次勧奨者については、支部文書勧奨後に希望者に対し、保健師が訪問して68人に保健指導を

実施した。さらに、支部文書勧奨後に返信等のない553人に対し、富山県医師会と連名での勧奨

文書を送付した。

● 受診勧奨後3か月以内に医療機関を受診した者の割合は、平成30年10月から令和元年9月で

12.5％となり、前年同期間比で3.5％の大幅増となった。

実施結果

実施結果⑥～未治療者受診勧奨～
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● 令和元年度末時点で宣言事業所数は422社となり、前年度より105社増加。

● 富山県、健康保険組合連合会富山連合会とともに「健康企業宣言推進協議会」を設置し、事業

所における従業員の健康に配慮した経営や健康づくりを促進。支部職員等による事業所に対する

取組支援に加え、シンポジウムやメディアの活用等により、事業所主体の健康づくりの普及啓発

を図る。

事業概要

実施結果

R1.04~R2.03月実施時期

20 32 32
94

165

285

390

H28年度 H29年度 H30年度 R01年度

宣言事業所数の推移

健康保険組合 協会けんぽ

162

111

21 20
16 15

13 8 5 5 4 4 3 3

市町村別宣言事業所数

実施結果⑦～とやま健康企業宣言に係る普及啓発～

3,961千円 ( 4,375千円 ) 費用 (予算額)
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● 令和元年度は、ラジオ番組において宣言事業所を紹介するコーナーを設け、従業員の健康づく

りに取り組む宣言事業所の事例を紹介（22社出演）。加えて、県内大学等のキャリアセンターに

おける宣言事業所一覧の掲載や、就職活動時期を捉えた県内主要紙（全面広告）への宣言事業所

一覧の掲載等、宣言事業所のリクルート活動におけるメリット向上を図った。

● 健康企業宣言推進協議会においては、健康企業宣言の普及啓発等を目的として、令和元年12月

にシンポジウムを開催し、約150名の加入者・事業主等が参加。また、健康企業宣言推進協議会

名によるリーフレットを作成。

● 富山県総合計画（H30-R08）において、宣言事業所数の目標値（令和８年度700社）が定めら

れており、富山県や健康保険組合連合会富山連合会、商工団体、民間企業等との連携により、引

き続き宣言事業所の拡大を図る。

実施結果

ラジオ番組 キャリアセンター 新聞 シンポジウム リーフレット

実施結果⑦～とやま健康企業宣言に係る普及啓発～
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● 平成31年４月１日現在で被保険者を有する全ての加入事業所17,136社を対象に調査票を送付。

6,088社から回答があった（回答率35.5％）。

● 調査の結果、概ね全ての項目において事業所の健康づくりに進展が見られた。今後、「とやま

健康企業宣言」を始めとするコラボヘルス（事業主との協働）を推し進め、事業所の健康づくり

の更なる支援に努める。

● 県内加入事業所における健康づくりの状況等から、これまでの保健事業の成果等を把握するた

め、平成26年度に実施した事業所実態調査と同様の調査を実施し、変化等を把握。

事業概要

実施結果

R1.08~09月実施時期

実施結果⑧～健康づくり等に関する事業所実態調査～

1,839千円 ( 2,018千円 ) 費用 (予算額)
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51 321176 1000 1362 1106 423 411 329 225 39 17

20.0%

31.4%

39.1%

51.1% 52.9%

60.4%
63.9% 64.7%

76.5%

53.1%

0.0%

40.0%

80.0%

0

3500

7000

2人以下 3~4人 5~9人 10~19人 20~29人 30~49人 50~99人 100~299人 300~499人 500人以上

事業所規模別回答率
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➤ 「要治療」「要精密検査」と判定された従業員のフォローについては、「医療機関への受診を

すすめている」事業所が56.2％と最も多い一方、「特にフォローしていない」事業所が35.7％と

次に多かった。改善傾向ではあるが、３社に１社は従業員の健康管理を本人任せにしており、従

業員の健康づくりに対する意識改革を図る必要。

➤ 特定保健指導については、「協会けんぽから案内があり、利用した」事業所が33.5％と増加し

た一方、「協会けんぽから案内があったが、利用したことがない」事業所が29.5％と大きく増加

した。ICT（遠隔面談）の活用や健診との同日実施等、事業所が簡易に利用できる環境を整備す

ることが重要。

調査結果 (一部抜粋)

実施結果⑧～健康づくり等に関する事業所実態調査～

設問 選択肢 回答率 (括弧内はH26年度)

Q4-2：定期健康診断の結果、「要治
療」「要精密検査」と判定された従業
員のフォローはどうされていますか？

特にフォローはしていない 35.7%（38.4%）

医療機関への受診をすすめている 56.2%（53.9%）

産業医に指導してもらっている 2.7%（ 3.0%）

地域産業保健センターの事業を利用している 1.7%（ 1.1%）

設問 選択肢 回答率 (括弧内はH26年度)

Q6：協会けんぽの「特定保健指導」を利用
されたことがありますか？

協会けんぽからの案内があり、利用した 33.5%（24.9%）

協会けんぽから案内があったが、利用したことがない 29.5%（18.0%）

利用したことがない（保健指導対象者がいなくて案内
自体がなかった場合も含む）

33.6%（54.5%）


